
認められた減損の兆候
の概要

業務実績の低下 市場価格の下落 市場価格の下落

減損を認識するには至
らなかった根拠

注１`] 注１`] 注１`^

注１）減損を認識するには至らなかった根拠
\ 施設の利用計画があり、今後の使用が想定されているため
] 回収可能サービス価額が帳簿価額を上回っているため
^ 市場価額の回復について、調査の余地があるため

３．翌事業年度以降の特定の日以降使用しないと決定した固定資産

用 途 薬学部（ＲＩ実
験室） 薬学部（実験棟） 水産学部（附属練習船）

種 類 建物 建物 船舶

場 所 北海道札幌市北
区

北海道札幌市北
区

北海道函館市

帳 簿 価 額 3¶033千円 336千円 11¶848千円

使用しなくなる日 平成26年10月 平成26年10月 平成26年３月

使用しないという決定
を行った経緯及び理由

注１ 注１ 注２

使用しなくなる日にお
ける帳簿価額

2¶795千円 280千円 8¶859千円

回収可能サービス価額 備忘額 備忘額 正味売却価額

減 損 額 の 見 込 額 2¶795千円 280千円 `

※使用しなくなる日は平成25年３月末日における予定の日
注１）老朽施設であり、研究棟新設に伴い支障となることから取り壊すこととなったため
注２）老朽化等により教育研究に支障を来たしており、代替船の整備が整い次第売却することと

なったため
Ø．資産除去債務関係
１．資産除去債務の内容等

区 分 法令によるもの 法令によるもの 契約によるもの

対 象 事 項 アスベスト除去 放射線同位元素等除
去

借用地に建築してい
る建物の現状回復義
務

関 連 法 令 等 石綿障害予防規則等 放射性同位元素等に
よる放射性障害の防
止に関する法律等

土地賃貸借契約等

種 類 建物 建物 建物

対 象 件 数 ５件 ８件 １件

資 産 除 去 債 務 計 上 額 461¶513千円 149¶836千円 3¶429千円

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\ 投資有価証券及び有価証券
満期保有目的の債券 21¶952¶321 21¶984¶380 32¶058

] 現金及び預金 6¶223¶659 6¶223¶659 `

^ 未収附属病院収入 4¶933¶088

徴収不能引当金（＊２） � 349

4¶932¶738 4¶932¶738 `

_ 国立大学財務・経営センター
債務負担金

(11¶751¶705) (13¶105¶653) (1¶353¶948)

` リース債務 (4¶151¶227) (4¶333¶622) (182¶394)

支出発生までの見込期間 注１ 注１ 注１

適 用 し た 割 引 率 注２ 注２ 注２

注１）支出発生までの見込期間が未定であるため、当該資産の減価償却終了時を支出発生時として
おります。これにより、見込期間は７年から48年を採用しております。

注２）資産除去債務の見積りにあたり、割引率は0•856％から2•301％を採用しております。
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２．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 602¶729千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 0千円
時の経過による調整額 12¶050千円
資産除去債務の履行による減少額 0千円
その他増減額（�は減少） 0千円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

期末残高 614¶779千円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

Ù．重要な債務負担行為
当事業年度及び翌事業年度以降に支払いが発生する重要なものは以下のとおりです。
事業名 北海道大学環境資源バイオサイエンス研究棟改修施設整備等事業
契約期間 平成17年４月１日から平成31年３月31日
契約金額 6¶144¶769千円
当事業年度支払金額 497¶616千円
翌事業年度以降支払予定額 2¶815¶112千円

Ú．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債、政府保証債等に限定し、資金調達につい
ては、国立大学財務・経営センターからの借入れを行っております。
資金運用にあたっては、国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に
基づき、公債、Ａ格以上の財投機関債及び社債のみを保有しております。また、未収附属病院収
入は、予算決算及び経理規程に沿ってリスク管理を行っております。
国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、
文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。
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